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「ストップ・リニア！訴訟」一審判決における「行政の裁量」・批判 

起点としての中央新幹線小委員会の審議をめぐって 

 

                                               ´23.10.10 

                                       訴訟団長 川村 晃生 

 
 

はじめに 

 

 いったい行政の裁量（権）とは何なのだろうか。かくも多くの行政の失政を現実に見ながら、裁判に

なると行政は裁量（権）によって救われ、取消訴訟などではまずこの裁量（権）を盾にされて原告は歯

が立たない。そのために市民は、裁判において行政の認可処分の取消などということは、ほぼ不可能と

いう状態に陥っている。 

 その実情を知る数少ない市民も、行政の取消処分の是非を争っても、裁量（権）があるからしかたが

ない、と諦めが先に立ってしまっている。 

 しかしドイツにおいては戦後ボン基本法のもと、行政権に対する著しい不信感が支配したと言われて

いて、ドイツの行政法学者には、日本の「行政庁の第一次的判断の尊重」は全く理解できないというの

である。 

 この彼我の著しい対照は、何に拠るのだろうか。民主主義の熟度なのか、権威主義の蔓延なのか。い

ずれにしてもこれを修正するためには、私たち市民が行政の裁量（権）とは何かという問題を理解する

ことから始めなければならない。そこで以下に、「ストップ・リニア！ 訴訟」の一審判決で猛威を振っ

ている行政の裁量（権）を例として、この問題に考察を加えてみたい。 

 

１、委員会の経緯と役割について 

          

2007（平成 19）年 12月、JR東海が工事費を全額負担する形で中央新幹線の建設を表明すると、すぐ

にその構想が具体的に進行し始めた。翌 2008年から 2009年にかけて地形、地質、供給輸送力、車両技

術の開発、建設費用等について、JR東海及び鉄道建設・運輸施設整備支援機構は調整を行い、その結果

を国交大臣に報告、それを受けて国交大臣は全幹法第 14条の２に基づき、交通政策審議会に中央新幹線

の基本計画の決定に関する事項、営業主体及び建設主体の氏名に関する事項、整備計画の決定に関する

事項を諮問した。同審議会は 2010 年 3 月、鉄道部会の中に中央新幹線小委員会（以下 委員会）を設置

し、審理を開始した。 

 その後委員会は 1 年間余の審議を経て、建設、営業主体はＪR 東海、走行方式はリニア方式、ルート

は南アルプスルートとすることを決定、国交大臣はその答申を全面的に受け入れて建設費を 9.3 兆円と

する中央新幹線整備計画を決定し、2011年 5月 JR東海に建設を指示した。 

 

 以後 JR東海は環境影響評価（アセス）の手続に入り、2014年 4月、JR東海は環境影響評価書を国交

大臣に提出、国交大臣はこれに対する環境大臣意見書を参考として国交大臣意見書をＪR東海に提出し、
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これに基いてＪR東海は補正後評価書を作成、公告縦覧を終えて、2014年 10月 17日国交大臣はＪR東

海に対し、中央新幹線（品川～名古屋間）の工事実施計画を認可した。以上のような経緯をふまえると、

審議会（委員会）への諮問とそれに対する答申は、国交大臣が工事実施計画を認可するに際し決定的な

役割を果たしたものと言ってよいであろう。国交大臣はいわばこの答申を最も重要な判断の拠り所とし

ていると言えるのであり、逆に言えば本答申が国交大臣の判断を左右するほどの力を持つものであった

とも言える。とすれば審議会（委員会）での議論とその答申が、その決定を裁定するうえで十分に濃密

でそれに値するものであったかどうかは検証してみる必要があろう。 

 本論はそうした観点から、同審議会（委員会）の実態を解剖しようとするものであり、またその最も

重要な要点を焙り出すことを試みたものである。そしてその上で、これに基いた国交大臣の判断が誤っ

ていなかったかどうかを検証し、それによって一審判決の当否を判断しようとするものである。 

         

２、委員会の実態について 

 

 委員会の構成は委員長の他に委員が 5 名で 4 名の大学教員に 1 名の労働組合関係者から成る。また別

に他に臨時委員が 9名おり、このうち 7名が大学教員、1名が公認会計士、1名が民間研究所所員となっ

ている。ではまずこの委員会のメンバー構成を肩書（現職と異なる場合がある）、専門分野などとともに

示しておこう。委員長及び委員は以下のとおりである。 
 

委員長 

家田 仁    東京大学大学院工学系研究科教授（交通・都市・国土学 / 国鉄入社） 

委員 

江頭 憲治郎  早稲田大学大学院法務研究科教授（商法） 

木場 弘子   キャスター、千葉大学特命教授（JR東海社外取締役） 

竹内 健蔵   東京女子大学現代教養学部教授（交通経済学） 

廻  洋子   淑徳大学国際コミュニケーション学部教授（観光マーケティング） 

渡辺 幸一   全日本交通運輸産業労働組合協議会議長 

臨時委員 

青木 真美   同志社大学商学部商学科教授（鉄道政策） 

樫谷 隆夫   公認会計士 

古関 隆章   東京大学大学院情報理工学系研究科准教授（電気電子工学） 

小林 潔司   京都大学経営管理大学院院長（土木工学） 

小山 幸則   京都大学大学院工学研究科教授（シールドトンネル/国鉄入社） 

辻本 誠    東京理科大学工学部教授（防災学） 

中村 太士   北海道大学大学院農学研究科教授（生態系） 

林山 泰久   東北大学大学院経済学研究科教授 

村上 清明   株式会社三菱総合研究所科学技術部門参与（社会資本整備 /国鉄入社 ） 
 

さてこの構成内容を検証すると、一応多分野にわたるそれにふさわしい委員で構成されているように

見えるが、国鉄出身者や JR 東海関係者もいて（委員長自身が国鉄出身者）、中立的立場が堅持されてい

るということはできない。また（１）専門性からしてリニア新幹線の多岐にわたるリスク（この点につ
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いては「技術評価委員会」に関して後述する）や JR 東海の経営問題を論じる人がいない。（２）委員が

少なく臨時委員が圧倒的に多い、という点が特質として挙げられる。また委員会の開催状況を見ると、

第１回（2010年 3月 3日）～第 20回（2011年 5月 12日）と、約 14ヶ月の間に 20回（うち第 1回は

鉄道部会と合同開催で実質的審議はなかったようである）の会議が催されている。平均すればおおよそ 1

ヶ月弱に 1 回のペースで開かれており、どう見ても倉卒の感を免れない。世界ではじめての鉄道方式に

よる営利事業だというのに、議事をすみやかに進行させ、結論を急いでいるように思える。このペース

では提出されたそれぞれの問題を委員が深く考え検討し、その上で議論を深めるというような進行は不

可能であったと思われる（これについても、具体的に後述する）。 

 くわえてもう一つ問題として指摘しておかなければならないのは、常のことだが国交大臣が諮問する

機関がその国交大臣所管の官庁に設置された機関であったということであろう。いわば身内の中で認可

への道筋が開かれていることになり、この形では国交省という縛りの中ですべてが議論されていくこと

になる。世界で初めての鉄道方式による営利事業の是非を検討する以上、やはり第三者機関に委ねるの

が望ましくもあり、必要でもあろう。 

 実際次節に示すとおり、ＪＲ東海の社員や関係者等が説明役の主力を占め、彼らによる専門的な技術

上の発言や資料説明が多く、委員からの自由な発言はおのづと控えられてしまったような感があり、専

門的知識において、委員が太刀討ちできるような状況ではなかったと言える。委員からは「中央新幹線

は東海道新幹線の収益をもとに作るのだから、利用者の声を聴いた方がよいのではないか」という発言

があったが、そういう声もかき消されてしまった。そしてこのような議論の進め方にこそこの委員会の

最も顕著な特質が表れているように思われる。 

 ところでリニア新幹線を論じる上で視野に入れねばならない委員会がもう一つある。そのことについ

て少し触れておきたい。それは「超電導磁気浮上式鉄道実用技術評価委員会」で、委員長及び委員は、

以下のとおりである。 

 

委員長 

森地 茂    政策研究大学院大学客員教授（国土政策、交通政策） 

委員 

上野 照剛   東京大学名誉教授（生体磁気学） 

大崎 博之   東京大学教授（超電導工学） 

古関 隆章   東京大学教授（電気電子工学） 

小山 幸則   立命館大学総合科学技術研究機構上席研究員 

  （シールド工法 / 国鉄入社、JR東海トンネル施工検討委員会シールドトンネル部会部会長） 

須田 義大   東京大学教授（制御動力学） 

竹内 健蔵   東京女子大学教授（交通経済学） 

辻本 誠    東京理科大学名誉教授（防災学） 

永井 正夫   東京農工大学名誉教授（機械力学） 

藤野 陽三   城西大学学長（構造工学） 

 

 この委員会は、1997年 1月に発足しているが、この委員会の目的が、超電導リニアの実用化に向 

けた総合的な技術評価を行うためとされていることからも分かるように、超電導のリニア技術の開発の
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ための議論を行うための委員会であった。したがってリニア技術そのものについてはこの委員会の議論

に付託されていたと考える余地はあろうが、古関隆章、小山幸則、竹内健蔵、辻本誠の四名が両委員会

に顔を連ねていることからすれば、少なくとも技術評価委員会の議論とその内容は中央新幹線小委員会

にも反映されていると見てよいであろう。そしてさらに言えば、委員長の森地茂氏は『文藝春秋』（2022

年 3 月号）の『リニアはなぜ必要か』という鼎談に、リニアの最大の推進者である JR 東海名誉会長 葛

西敬之氏とともに参加し、そこでリニア技術への讃辞とリニアの開発上の涙ぐましい努力、そして民間

企業がこれを行う意味などを滔滔と述べているという点からすれば、リニア推進側に立つ研究者である

と言ってよいであろう。その意味ではこの技術評価委員会も中央新幹線小委員会と同様に、中立的立場

が堅持されたものではないと考えてよい。この委員会を「結果的に見れば、実用化にお墨付を与え、多

少の改善点を指摘する程度のもの」と説明する工学研究者もいる。そしてこの委員会でも、（議事録が公

開されていないため実態は不明だが）、かいま見ることのできる委員会への提出資料等による限り、リニ

アのリスクなどについての議論はなかったものと推測される。したがって以上のような二つの委員会で

の議論をもとに、国土交通大臣に対して「答申」が出されることになったのであるから、方向性はおの

ずと決まっていたようなものであろうが（これを世俗的には「御用委員会」と呼んでいる）、それではそ

の実態はどうであったか、という点について以下に論じたい。 

 

３、委員会の議論の内容分析 

 

 2014年 4月 15日の第 2回委員会において、三日月国交政務官はその冒頭で次のように挨拶している。 

 

  いよいよ技術的な観点からの検討に向けての論点や視点、そして課題というものが今日から出される

ということですので、どうか、超電導リニア方式の安全性の問題、そして大深度トンネル、山岳の長大トン

ネルといったものの様々な課題等につきまして、それぞれのお立場から、専門的見地からご意見を賜り、

整備計画策定に向けたご検討を賜りますことをお願い申し上げまして、簡単ですけれども、あいさつに代

えさせていただきます。 

 

これからすれば、中央新幹線が抱える様々な問題について、委員は専門的見地から意見を提出し、検

討することが要請されているのであって、ここにいわば諮問の具体的内容が提示されているわけだが、

いま私たちが検討しなければならないことは、本委員会での議論がその三日月政務官の要請に見合うも

のになっているのかどうかということである。したがって以下ではここに三日月政務官から提示された

課題に対して専門的見地から、委員会の議論がなされているのかどうか、その内容を分析してみたい。 

 

(１)  全体的傾向について 

委員会での議論を通覧すると、諮問内容が走行方式の比較検討という、リニア方式と在来新幹線方式

の優劣を論ずる形のものであったはずが、リニア方式一辺倒の議論に終始した内容であったことは否め

ない。すなわち在来新幹線方式ではなく、リニア方式による時間短縮とその経済上、産業上、生活上の

諸効果の具体的検討が主であったと言うことができる。その中でも、ＪR 東海が主張した「在来新幹線

に新たに一本新幹線をリニア方式で実用化する、いわゆる二重系化」の意義が委員会でも強調されてお 
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り、一方委員会は、JR東海以上にと言ってよいほどに大阪までの延伸を早期に実現すべきだという意見

が圧倒的に多く出されている。その結果、言ってみれば委員会は、JR東海の主張を容認するにとどまら

ず、早期の大阪までの事業進展を強く望むという結論に達し、リニア新幹線の後押しをすることになっ

たのである。そのため答申(案)は、 

 

  新幹線は安全性、信頼性、省エネ性、速達性、ネットワーク性、定時性、建設費用等の点では優れて 

いるが、リニアの方が高速性の点で優れているのでリニアの方が適当である。 

 

という、なんとも奇妙きてれつな内容の結論を導くことになってしまった。在来の新幹線の方が安全性

以下 7 つの点において優れているというのに、たった一つ高速性の点において優れているので、リニア

の方が良いというのである。誰が読んでも理解不能と言ってよいような結論だが、委員会はそれを以て

「リニアが適当」と強引にも裁定を下したのである。 

 このような経緯を見ると、この委員会はリニア方式を採用するために、リニアの高速性がもたらす効 

果を検討するために開かれたのではないかとさえ思われてくる。どうしてこのようなことになったのか。 

ここでそのことを説明するに足る事例を二つ引用したい。 

 一つは各都県の代表者が出席した第 5 回委員会（2010.7.2）において、議論がリニアに集中し建設主

体もＪＲ東海でよいというふうな方向に流れていたために、委員長が次のように発言し、行き過ぎた議

論にブレーキをかけている。 

 

  基本的にはリニアか、在来型の新幹線かということは決まっているわけではありません。 

  リニアに決定的に問題がある、技術的な問題があるということはあまりないと認識しているのですけれど

も、しかし、どんなものでもそうですが、メリットと弱点がありますので、まだまだ決まっているものではあ

りませんし、それからまた中央新幹線についても、ＪＲ東海が自力でやることを前提にして議論をしている

ところではありますけれども、しかし、それがやるべき意義のあるプロジェクトなのかどうかもまだ決定し

ているわけではないので、これは皆さん方からのご意見も踏まえながら、別途の作業もあわせて検討する

ところでございます。 

 

この委員長の委員会での議論に釘を刺したとも言えるような発言で理解されるように、委員会ではも

う多くの人々がリニア中央新幹線を前提に議論を進めており、在来型新幹線で中央新幹線を作ることな

どもはや眼中にないような状態にあった。 

 

さてもう一つは、このような状況の中で本委員会の体質を明示しているような発言が議事録に残され

ている。それは第 6 回（2010．7.30）における以下のやりとりである。樫谷臨時委員がリニアの乗車料

金体系を組み立てる上で、国の支援などにつき国とＪR 東海との役割はどう考え整理したらよいのかと

いう質問に対し、藻谷参事役が答えた次の一言である。 

 

   本日はどうもパンドラの箱を開けるようなことを言ってしまいそうです。あくまでも一質問に対する

答えとして、全く個人的なアイデアを申し上げるということですが、総合交通体系の整備確保という観 
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点からどの交通モードが優先されるかを考えれば、鉄道利用者に向けてはもっとインセンティブを設け

るべきであるし、（以下略） 

 

ここに、「本日はどうもパンドラの箱を開けるようなことを言ってしまいそうです」という発言が見え

る。同氏の同日の発言は、リニア新幹線は作るべきであるという前提に立ちつつ、次のような点を主眼

として展開された。（なおこの発言には注記があって、勤務先の（株）日本政策投資銀行の公式見解とは

違う面が多々あるので、勤務先に疑義や意見を問いただすことはやめてくれるよう委員各位に要請して

いる。） 

 主な論点は 

（1） 中央新幹線は二重系化という点で必要性、意義がある。 

（2） リニア方式がデファクトスタンダード（市場での標準・川村注）になってほしい。 

（3） 強く申し上げたい点として、需要予測が日本の人口成熟の今後の進行をきちんと踏まえていな

い。下振れリスクを考えるべきだとし、特に利用客について、日本の生産年齢人口の絶対数の

減少を重要な問題として詳細なデータを用いて説明する。 

（4） （3）の点とも関わって需要の下振れリスクを考えるべきだ。 

（5） 中間駅は、旧来の中心街地に設けるべきだ。 

といった点に絞られたものであった。(1)(2)はリニア必要論であるが、そこから発して(3)(4)(5)におい

ては、現在議論されているリニア論議に異論と反省をさし挟むような形になっている。その議論の中で、

上記の藻谷氏の「パンドラの箱」論が出てきたのである。言うまでもなく「パンドラの箱」とはギリシ

ア神話で、ゼウスがパンドラ（人類最初の女性）に渡した箱で、あらゆる悪い不幸・禍が封じ込められ

ていて、これを開けるとあらゆる不幸が広がったと伝えられる箱である。藻谷参事役はここで、リニア

の否定的側面或いは危険な側面を比喩的に「パンドラの箱」と言っていると解される。同氏が自らの発

言をそのようなものとして意識し、そのような発言には慎重でなければならないというような自戒を含

めて、「本日はどうもパンドラの箱をあけるようなことを言ってしまいそうです。」と述べたのである。

この発言を逆の方向から捉え直してみよう。そうするとこの中央新幹線小委員会は、そうした観点から

の発言をしにくい、或いはそうした発言は控える、といった意識や空気があり、したがって実際この委

員会ではそうした発言が少ないという結果になったということになるのであろう。 

 しかし国交大臣の諮問内容からすれば、そうした発言こそがこの委員会では必要であり、もっと言え 

ば「パンドラの箱」を開けることにこそこの委員会の存在価値はあったと言わねばならない。善悪すべ 

てを洗い出して、中央新幹線のあるべき姿を答申するのが本委員会の責務であったはずだ。だが委員会 

は逆方向を目指して進んでいった。とすれば答えは自ら明らかと言うべきであろう。 

 さてではそのような議論の実態をいくつかの典型的な個別的事例に沿って検討したいが、ここで 

はとりわけ三日月国交相政務官が検討を要請した課題を中心に考えてみたい。 

 

(２）個別議論の内容 

（ａ）南アルプスのトンネル掘削について 

  委員会において南アルプスのトンネル問題について議論されたのは、第 8回（2010．9.29）と第 11

回（2010．11.12）の２回の議論が中心である。 
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 第 8回においては、鉄道運輸機構の高津氏が、南アルプスルートについて北アルプスルート（北陸新 

幹線）と比較しつつ、次のような点を指摘している。 

（1） 南アルプスルートは、地質が火山ではない堆積岩系の褶曲山脈を通過する。 

（2） 南アルプスルートはリニアでやるので急勾配の 1000分の 40が可能。 

（3） ＮＡＴＭ工法が開発され、コスト削減や安全性が向上。 

（4） 破砕帯や帯水層の水処理は、水抜きボーリングや止水注入で対応。 

これに対し小山委員から、以上から北アルプスとは比べ物にならないぐらい施工がやりやすくなってい

る、困難に遭遇する前にいろいろ手当てができるという発言があり、また青木委員から構造線があるこ

とへの疑問が提出されると、高津氏から、これまで構造線はすべて乗り越えているのでトンネルが掘れ

ないということにはならないと答えている。 

一方第 11回においては、同じく高津氏が南アルプスルートについて次のような説明をしている。 

（5） トンネル掘削の上で難しいとされる地山・等級は 32％（伊那谷ルートは 48％）である。 

（6） いずれも地質や水などの問題で、在来の新幹線等よりも工事費は高く見積もられている。 

 以上の 6 点をまとめて言えば、難しい地質であるが技術的工夫により、コストの高くなる工事費も縮

減する形で掘削可能となる、ということになるであろう。そしてこの説明をめぐる議論は、同じような

地質の過去の例はどうなのかとか、これだけお金を持っていれば早めの対策もできて工事は楽であろう

というようなやり取りに終始している。そして最終答申においても、これまでのトンネル掘削の実績や

技術や機械の開発によって、安全性をふくめて技術的に対応可能という結論が導かれている。このよう

な議論を通覧して、南アルプストンネルの最大の問題点でもあり、また最大の困難でもある 2 つの点に

ついて何も議論されていないことに気づかされる。すなわち 

（1） 南アルプストンネル掘削該地のメランジュ層という特異な地質の問題。 

（2） 大量の高圧地下水が外に流れ出すことによる山体崩壊等の可能性。 

南アルプスは松島信幸博士の指摘に基いて地質上の特質を言えば、メランジュ層という、深海底に堆 

積した泥岩を中心とする混在岩が不連続に形成されたもので、きわめて脆弱かつ地層の変化が激しいと

いう、トンネル掘削上きわめてむずかしい特徴を持っているのであり、また地下水の流出による「山は

ね」や被圧水の突発的流出というトンネル掘削上の危険性を多分にはらんでいる。しかしながらこうし

た最大重要事について議論がないどころか、メランジュ層とか高圧地下水という言葉も見られない。こ

れではおよそ南アルプスのトンネル掘削について、その危険性には触れずに、安全でコスト削減も可能

という楽観的議論がなされただけであって、その根本的な問題について議論はなかったに等しいと言え

るであろう。それもそのはずで、委員会には南アルプスの地質やトンネルの掘削に関する専門家がいな

かったのである。わずかに臨時委員の小山幸則氏がシールド工法の専門家として参加していたが、発言

は前述のとおり安易な評価を与えるものにしかすぎなかった（付言すれば小山臨時委員がシールド工法

の専門家でありながら、東京都、名古屋市におけるシールド工法の過ちを予測した形跡はない。これに

ついては次項参照。）トンネル技術者の大塚正幸氏はこの南アルプストンネルの掘削について、構造線

や地質、高圧、多量の出水などの点から「無謀なチャレンジ」だと言っているが（『リニアはなぜ失敗

したか』緑風出版、2023）、本委員会ではこうした観点からの議論はまったくなかった。はたしてこれ

で三日月国交相政務官が諮問した課題である「山岳の長大トンネル」について十分な議論がなされたと

いえるであろうか。答は「ノー」である。 
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 なお付言すれば、このような議論と結論が情報隠しをふくめてＪR 東海によって意図的に計画され、

委員会にはその検討能力がないことと相まって委員会はそれに乗せられてしまったというふしがある。

その典型的な例は畑薙断層の超大量流水問題で、JR 東海はそれを知りながら 2022 年 4 月までこの重大

事を公開しなかった。いずれにしても南アルプストンネルの掘削が静岡県で開始されれば、さまざまな

克服するに困難な諸問題が発生することは間違いない。そしてその元を辿れば、委員会での真摯な突っ

込んだ議論がなされないままに工事計画の認可が実行されたことにあると言える。少なくとも委員会で

は、それらの問題点を整理し、それについてのアセス等での誠意ある対応を条件として結論を導くべき

であった。 

（ｂ）大深度トンネルについて 

  東京都、神奈川県、愛知県等の都市部のルートは、地下 40ｍ以深の部分を貫く大深度トンネルの構 

造になっている。当該トンネルは大深度地下法（大深度地下の公共的使用に関する特別措置法）によ 

って、地上の所有権とは無関係に公共目的であればその地下を使用できるとされるというもので、40 

ｍ以上の地下に限定されている。 

  したがってトンネル掘削にあたっての重要な問題点は、トンネル直上及び周辺の住民の生活への侵 

害がないかという点であり、そのためにも委員会において十分な議論が必要であったはずである。そ 

してＪＲ東海は、大深度トンネルをシールド工法で行うことも考えていたのであるから、その技術的 

問題を解明しておく必要もあった。 

  しかしながら委員会においては、大深度トンネル及びシールド工法については、まったく議論の対 

象にならなかった。その結果答申においても、大深度トンネルという字句すら見つけることができな 

いという結論で終わった。せっかく小山幸則氏というシールド工法の専門家がいたのにもかかわらず、 

である。 

  さて 2020年 10月、東京都調布市において、東京外環道のシールドトンネル工事で陥没事故が起こ 

り、その安全神話は崩れ去った。くわえてリニア工事においては、東京の北品川非常口と名古屋の坂 

下非常口において、シールドマシンの不具合によって掘進がストップしてしまうという事故が起きた 

（品川は現在工事を再開するも停滞）。早くも 2か所の現場において、シールドマシンの不具合が起っ 

てしまったのは、何らかの技術的問題があると考えてよいであろう。そしてそうした重大な問題がリ 

ニア工事において発生してしまったのは、元を辿ればやはり委員会での議論の欠如が指摘されて然る 

べきである。三日月政務官もそうした懸念を払拭するためにも、委員会での議論を要請したにちがい 

ないはずだ。いずれにしても、委員会が大深度トンネルを議論の対象としなかったことは、大きな瑕 

疵と言えるのであり、委員会の未熟かつ不十分な議論を証明する一証左と言ってよい。 

（ｃ）リニア方式の安全性 

  新技術としてのリニア方式が採用されるとすれば、それに伴ってどのようなリスクが発生し、それ 

に対してどのような安全性が確保されるのかは、許認可権者として判断を下すに際して最大の重大関 

心事であろう。三日月政務官もそうした観点から、検討要請項目の一つに数えたものと思われる。 

  リニア方式のリスクと言えば、超強力磁場、クエンチ、発火、誤作動、パンク、コイルの過熱など、 

さまざまな問題点が指摘される。これらのいくつかについては、第 2回（2010.4.15）の委員会におい 

て、潮崎技術開発室長が一通りの説明を加えた上で、安全が確保されている旨を述べ、それに対して 

委員側からは火災についてリニア特有の火災も新幹線と同じリスクレベルにすることはできるであろ
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うという楽観的示唆があった程度で、おおむねそれらのリスクは安全という結論を追認して終わって

いる。わずかに第 7回（2010.8.30）の委員会において、井口東京大学名誉教授が、リニアという新し

い技術においても異常や事故はダイナミックに起り、時々刻々変化するものであるから、超電導リニ

アシステムシュミレーターというものを開発するよう提案していることなどが目に止まる程度である。

つまりいずれの点においても、リスクについての深まった議論はなかったと言ってよい。しかし（こ

こではそれぞれのリスクについての検討は控えるが）阿部修治 武蔵野大学特任教授 は基本的な問題

として、国交省の超電導磁気浮上式鉄道実用技術評価委員会がこれらの問題につき考え方の整理と対

応方法が確立されたとするものの、安全性を独立の目標としては扱っておらず、実際の安全性につい

て客観的な評価を与えたものではないとして、スイスのアルプスのゴッタルドトンネルにおける安全

システムと比較して検討している（『リニアはなぜ失敗したか』緑風出版、2023）。そしてそこで指摘

される何重もの安全の確保システムから見れば、このリニア新幹線の安全性は問題外と言ってよいよ

うな議論に終ったと言わねばならない。 

さてこのような安全性の議論の中で、最も重視しなければならないのは地震の問題である。当時、

この認可直前に起った東日本大震災の地震による甚大な被害のまっ只中にあったにもかかわらず、 

委員会では冒頭からリニアは地震に強いとの主張がくり広げられた。すなわち第 2回（2010.4.15）に

おいて、潮崎技術開発室長が、耐震設計や地震予知は当然の措置であるが、ともかくリニアはガイド

ウエイの磁気に縛られて走っているので脱線しないという点と、テラスによる早期の地震検知システ

ムなどによって安全であるという説明に終始し、これに対して木場委員から「脱線がないというのは

とても大きなインパクト」、竹内委員からは「脱線をしなくていいという利点は確かにそうだと思うけ

れど、タイヤのパンクはあるのではないか」などといった発言があった程度で、ほぼ脱線しないこと

が承認されたことで地震については議論が深まらずに終わっている。いったいどうしたことであろう

か。この震災直後の時期の委員会の議論をみてみよう。2011 年 4 月 8 日に行われた第 17 回委員会に

おいては、震災による東北新幹線の被害と復旧状況の説明があり、答申（原案）についての意見交換

があったが、答申に大きな変更を加える議論はなかった。続く 4 月 14 日の第 18 回委員会においても

震災被害の説明があったが、阪神淡路大震災以降の耐震基準によって大きな被害は出していないこと

が確認されたにすぎなかった。つまり委員会は東北大震災はその被害という観点からしても、「リニア

は無縁である」いう議論で終ったということだ。そのため答申においても東海道新幹線との二重系化

が、東海地震などの災害リスクへの備えになることを謳い、しかもリニア方式は地震などの異常時に

おける安全確保について、示された整備計画段階での対応方針を委員会で確認したことを明言するこ

とになった。 

  でははたしてリニアの地震問題は、このレベルの議論で終ってよいのであろうか。ここで地震学者 

石橋克彦氏の所論（『リニア新幹線と南海トラフ巨大地震』）（集英社．2021）/ 講演「日本を脆弱化し 

南海トラフ大震災を激甚化するリニア中央新幹線」（於 衆議院第一議員会館.2023.5.29）に拠りつつ、 

リニアと地震の関係をどう考えればよいのかについてそのリスクを検討したい。政府の地震本部は、 

南海トラフ巨大地震が 2021年以後 30年以内に発生する確率を 70～80％としている。それにはもちろ 

ん揺れがあって、正確なところは不明とするほかはないが、いずれにしてもリニア供用中または建設 

中に発生することは間違いないであろう。では例えば供用中に起ったらどのような事態が起るのか、 

その重要ないくつかの事例を摘記しよう。 
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（1）最悪の場合、震度７の激震が静岡～宮崎 10県を襲う。 

（2）そうなればリニアが東海道新幹線を二重系化するという当初の考え方はまったく成り立 

   たず、リニアが東海道新幹線の代替として活躍することはあり得ない。 

（3） むしろリニアがなければ起るはずのない新たな災害が発生し、超広域大震災の救援・復旧・

復興を大きく阻害する。 

（4） リニア中央新幹線自体が復旧不能で廃線となり、震災遺構となるかもしれない。そして「脱

線しない」とする説明はまやかしであるとして、次のようなケースが想定されるとしている。 

南海トラフ巨大地震が発生すれば全列車が緊急に減速 → 約 150㎞/h 以下になれば磁気バネが弱く 

なり、車輪で高速接地走行になる → 路線の場所によっては、そこに激震動が到達して路盤・ガイド

ウェイと列車を激しく揺らす → ガイドウェイと列車の揺れ方の違いによって、列車がガイドウェイ

に激しく接触し、押し倒したり「脱線」したりも起こる。 

さらにその結果リニアはどうなるかについて、次のようなことが起ると想定されている。いくつかの

代表的な事例を挙げるとすれば、 

（1）山岳トンネル、大深度トンネルのうち避難困難が生じる。 

（2）広域大震災のため、リニアに手が回らず救済の手遅れや救済不能も発生。 

（3）山体崩壊などで列車の引き出し不能。 

（4）財政投融資の焦げ付き、後始末への税金投入など経済的に莫大な負の遺産となる。 

などであろう。 

 こうした石橋氏の所論に接すると、このような事態がすべて発生すると断言し得ないまでも、少なく 

ともこのような議論が委員会でなされるべきであったと言わざるを得ない。それは予防原則の上からも 

リニア工事計画の認可の上で絶対に必要な議論であったはずである。なぜならばこれは人命が失われる 

という、他の何事よりも優先して重視されねばならない問題であるからであり、そうであるからこそ三 

日月政務官も必要な検討課題として最初に安全性を採り上げたはずなのである。 

 しかし委員会ではそのような議論の深まりは、その片鱗すら窺えるものではなかった。なぜかと言え 

ば、その委員会には地震学者が参加しておらず、地震の議論を提起できる委員がいなかったからである。 

石橋氏もそのことを重大な問題として指摘されるが、地震学者が参加していなければ地震の被害側面か 

らの具体的議論は提示されようもないであろう。三日月政務官が、「専門的見地から」の議論をいくら要 

請したところで、委員会はその要請にこたえる能力を全く欠いていたのである。 

以上三つの個別の事例について、委員会での貧弱と言ってもよいような議論の実態を述べてきた。そ 

してそれらはいずれも、三日月政務官が望んだはずの議論の内容になっていないことは明らかであろう。

それは既述の藻谷氏の「パンドラの箱」を開けることを控えるような委員会の体質を、個別かつ具体的

に示したものと言ってもよいように思われる。 

 一方そのことと関連して、最後に橋山禮治郎氏（『リニア新幹線 巨大プロジェクトの真実』集英社、2014）

が指摘されている、本委員会への疑問に触れておきたい。橋山氏はほとんどの委員会に参加し傍聴され

たのだが、その結果委員会の運営で理解に苦しんだ二つの点を挙げている。 

  一つは中央新幹線計画の目的について、ＪＲ東海は最大の目的として「需要増加に対応するための輸

送力増強」を挙げていたのだが、この大義名分が委員会冒頭から何の説明もなく消去されてしまったと

いう点である。橋山氏は目的がなくなった計画を委員会で審議する意味はないはずであり、くわえて委
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員からも目的消去の理由を質した発言は全くなかったという点である。そして本来なら委員会は計画目

的の再確認を求め審議を停止すべきであったとされている。つまりここにも委員会で議論すべき目的や

事項への認識が希薄な委員会の体質がかいま見えているということになる。 

  またもう一つは、中央新幹線について議論すべきはずの委員会が、当初から対象をリニア中央新幹線

に限定して議論したことである。この点については、委員会の議論の偏りとして既述したところでもあ

るが、この点からしても初めからリニアを前提とした委員会であったことは明白だとしている。 

  こうした橋山氏の指摘や、前述の議論の内容の実態を見ると、結局のところ委員会はリニア方式によ

る中央新幹線整備計画を作り上げていく一つの演出にすぎなかったと言えるように思われる。すなわち

委員たちはいかにリニア方式による中央新幹線が絶大な効果をもたらすかという結論に到達するため

に、熱心な黒子的役割を果たしたに過ぎないということになろう。そして重要なことはこのようにして

導かれた委員会答申が、国交大臣の行政上の裁量判断において絶対と言ってよいような根拠になってい

るということである。ここに問題がないとは言えまい。そこで以下にその問題についての分析を試みた

い。 

     

４、委員会の議論及び答申と国交大臣の行政裁量 

 

  一審判決文を検すると、判決内容のおおむねの根拠は、国交大臣（もちろん国交大臣個人を指すので

はなく、国交省という組織体の象徴的存在という意味である）の合理的な判断に基く裁量に求められて

いると言うことができる。でははたして、判決が言う国交大臣の合理的な判断とは何を指しているのか、

或いはその国交大臣の判断は合理的なものであったのか、という問題が新たに生じてくる。そしてそれ

は、裁量処分の司法審査の中核をなす判断過程審査という点とも絡んで、本判決の是非を考量する上で

きわめて重要な論点となっている。言い変えれば、判決が言う国交大臣の合理的な裁量が判断過程等を

問題とする原告の主張を超えるものであったかどうかということに他ならない。そこで以下にこの点に

ついて、詳細な検討を加えてみたい。 

 まず検討を要する「裁量」を指摘した判決文の該当個所を 2つほど挙げておこう。 

 

（１） 

 （ウ）このように、全幹法4条 1項の規定による基本計画の決定、全幹法6条 1項の規定による営業主体

及び建設主体の指名並びに全幹法7条1項の規定による整備計画の決定については、新幹線鉄道の建設の

重要性にかんがみて、国において主導的な役割を果たすことが期待されているものであるし、これらの判断

に当たっては、その性質上、公益実現に向けた高度に政策的な判断や専門技術的な判断が求められること

になるから、これらに精通する国交大臣の判断に委ねざるを得ない面があることは否定しがたいと考えられ

る。そして、全幹法の規定等を精査しても、その具体的な基準等が定められていないことなども踏まえると、

これらの判断については、いずれも国交大臣の合理的な裁量に委ねられているものと言うことができる。  

（判決文２６頁、傍線筆者） 

 

（２）  

他方で、➀経営上の適切性に関する点、➁輸送の安全性に関する点及び➂事業遂行能力に関する点につ
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いては、9 条認可（本件認可）に至るまでのいずれかの審査の段階において考慮すべき又は事実上考慮され

ている事項に相当するものであるし、この点に関する原告らの主張は、その判断過程等を問題とする趣旨と

解することもできる。もっとも、このように解したとしても、これらの審査の段階における判断が、いずれも

国交大臣の合理的な裁量に委ねられていることは、以上で述べたとおりであるから、当該判断について、重

要な事実の基礎を欠き又は社会通念に照らし著しく妥当性を欠くことが明らかであって、裁量権の範囲を逸

脱し又はこれを濫用したものと認められる場合でない限り、当該判断を前提とする本件認可に違法があると

は言えないものと考えられる。  （判決文２７頁、傍線筆者） 

 

この二ヶ所のうちとりわけ（２）の裁量権を逸脱し云々の判断の意味づけの文章は、本判決において

繰り返し際限なくと言ってよいほど使われている文章で、原告の主張はことごとくこの文章のもとに否

定されていることに注意しておきたい。 

 さて（１）（２）の判断や裁量の説明において、問われねばならないことは、以下の 3つに要約されよ

う。  

(ａ)国交大臣は高度に政策的な判断や専門技術的な判断を有し、これらに精通していたのかどうか。 

 (ｂ)国交大臣はそれに基いて合理的な裁量を用いたかどうか。 

 (ｃ)国交大臣の判断が重要な事実の基礎を欠いていなかったかどうか。 

  （欠いていれば当然その判断は社会通念上著しく妥当性を欠き裁量権の逸脱及び濫用になる）。 

これらの論点を考察する場合、委員会の議論と答申が国交大臣にとって最も基本的なかつ判断の絶対

的な指針となる重要なものであったことは銘記されなければならない。国交大臣はそれに基いて認可か

否かの処分を決定したのであり、これに勝る判断材料はなかったのである。 

 そこでそうした観点から、委員会の議論や答申がそれに見合うものであったかどうかという点につい

て検討するために、ここでひとまず「三 委員会の議論の内容分析」で述べたことを個条書きに整理す

る形で見直しておきたい。委員会では次のような議論がなされ（或いはなされずに）答申に至った。 

 

〇全体的傾向について 

（ｄ）リニア方式でやるということが前提とされているような傾向が強く、委員長がリニアに決ったわ

けではないと釘を刺すような場面さえあった。結局答申は、高速性だけを評価し、リニアが適当

ということで決着した。 

（ｅ）パンドラの箱を開けるような、リニアの負の側面については議論を控えるといった流れの中で委

員会は継続された。 

〇個別の議論について（三日月国交相政務官が言及した課題について） 

（ｆ）南アルプスのトンネル掘削については、メランジュ層及び高圧地下水という南アルプスの 2 大特

徴が議論されず、議論が深められなかった。 

（ｇ）大深度トンネル及びシールド工法については、まったく議論の対象にならなかった。 

（ｈ）リニア方式の安全性につき、いくつかの問題については説明が加えられたが安全が確保されてい

るということでおおむね了承された。ほとんど異論はなく議論は深まらなかった。 

（ǐ）安全性のうち地震については、ガイドウェイの磁気に縛られ脱線しないので安全という説明が了

承され、大地震の際の想定されるべき多くのリスクについてはまったく議論されなかった。 
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おおよそこのように整理することができるであろう。これらの（ｄ）～（ǐ）の委員会での議論のあ 

りようを見ると、そこには一言で言えば議論不足、議論の不在という事実しか見出されない。またこれ

では三日月政務官の発した重要課題について何ら議論されていないと言ってよいであろう。 

そして政務官が発した課題についてすらこのようなレベルの議論であったのであるから、他は推して知 

るべしと言えるだろう。 

 つまりリニア方式でやるか在来新幹線方式でやるかの議論はもちろんのこと、リニアが抱えるリスク 

についての議論などはすべて遠くに追いやられ、ひたすらリニア中央新幹線ができれば、日本はこんな 

ふうな図が描けるといった予想図だけが議論された委員会であったのである。 

はたしてこのような議論が、中央新幹線の基本計画や整備計画の決定また営業・建設主体の決定にど 

れほど資することができたのであろうか。それに答えるとすれば、限りなくゼロに近いものと言わざる

を得ないであろう。 

そうだとすれば中央新幹線の認可を下すに際して、以上の議論が判決文に言う「政策的、専門技術的 

判断に精通する国交大臣」という表現に値するものなのか、また「当該判断が重要な事実の基礎」を欠

かないことが明らかなものなのか、改めて問い直す必要があろう。そして結局のところ導かれる答えは、

国交大臣は政策的、専門技術的判断に精通しておらず、当該判断も重要な事実の基礎を欠いたものとい

うことになるであろう。では以上のような事実で構成される今般の行政の裁量が、どれほどの効力を持

ち得るのかという点の検討に移ろう。 

 行政の裁量（権）は、元来行政の無謬性という概念に基いている。藤田宙靖氏は「ドイツ公法学」の

影響下にあったわが国の戦前の公法学では、「行政庁こそが、行政法の厳正にして的確な適用者たり得る」

という行政への信頼感が根付いていた。しかし戦後西ドイツにおいてはこうした信頼感は一掃され、む

しろ行政権に対する著しい不信感が支配したとされている。しかしわが国においては、昭和 30～40年代

に至るまで、行政に対する信頼感が長くその残滓を留めてきた（その典型に「公定力理論」がある）。そ

の中で修正が加えられ、徐々に司法国家制度を確立した日本国憲法下では、行政行為は私人の権利主張

行為と同質であるという考え方まであらわれ、今日においてはもはやいわれのない「行政庁に対する信

頼感」は広範にわたって行政法の世界から失われつつある」（「自由裁量論の諸相―裁量処分の司法審査

を巡って—」『日本学士院紀要』第 70巻. 第 1号. 2015、要約）と述べている。 

 これによって行政裁量に対する基本的な考え方が、「行政裁量は自由に行使してよい」という理解から、

「行政裁量を付与した法律の趣旨と適う合理的な裁量行使をしなければならない」という理解に変化し

た。つまり行政裁量の枠がかなり狭められるようになったと言ってよい。 

 そうなると、では司法審査がそのこととどう関わってくるのかという問題に突き当たる。問題となる

のは、行政裁量が認められる場合、それに関わる行政判断が裁量の範囲内に収まっているのか、あるい

は逸脱しているのかはどのように判定されるのか、といういわば行政裁量と司法権限の境界線をどこに

引くかという問題である。それは一般的によく用いられ、またこのリニア訴訟の一審判決においてもく

り返し使われている、「社会観念上著しく妥当性を欠くものと認められる場合」という常套句における＜

社会観念上著しく妥当性を欠くかどうか＞をどのように判定するかという問題に繋がるものでもある。 

 さてその問題を解くにあたり、参考とされる具体的な先例として、公立高等専門学校における剣道履

修拒否者の原級残留処分および退学者の違法性が争われた 1996 年の最高裁判決を挙げることができる。

そこにはきわめて明確な形で、「考慮すべき事項を考慮しておらず、又は考慮された事実に対する評価が
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明白に合理性を欠き、その結果、社会観念上著しく妥当性を欠く処分をしたものと評価するほかはなく

（後略）」という一文が確認されるのである。すなわちそれは、社会観念上著しく妥当性を欠くかどうか

は、当該処分が（A）考慮すべき事項を考慮したかどうか、（B）考慮された事実が明確に合理性を有し

ているかどうか、という二つの観点から考慮し判断されなければならない、ということを明記した重要

な一文であった。そしてこの判断措置については、早くに 1973年の日光太郎杉事件控訴審判決に見られ、

またのちに 2016年の小田急線高架化事件における最高裁判決にも踏襲されているので、ほぼ通例化した

ものだということができるであろう。そこでかりにこの考慮すべき事項や考慮された事実の合理性への

注目を「第一の眼」と呼んでおくことにしたい。 

 ところでこの第一の眼に踏み込みすぎると、一つの厄介な問題が生じる。それは司法が行政処分にお

ける裁量問題を審査する場合、司法が介入できると認められてきた「手続的裁量審査論」、いわゆる判断

過程審査から、その踏み込み具合が強ければ強いほど遠のいていくという事実である。すなわちそれは

将来的予測を伴う政策問題に関し、行政判断に自己の判断を優先させる実体的判断代置と重なってしま

う部分が多くなり、判断過程審査の域を超えてしまうということである。そしてそのことは、当然法廷

内でくり広げられる行政庁の専門技術性判断をどう見るかという問題にも繋がってくる。ここでも前掲

の藤田論文に拠りつつこの問題を考えてみよう。 

言うまでもなく裁判官は専門技術性を持たない。たとえば原発の安全基準を裁判官がどう判断するか

と言えば、まず第一に原子力委員会の判断を重視、尊重する。しかし別途それでは不十分だとする主張

が出てくる。そして法廷は安全基準をめぐって活発な論争の場と化す。そうなった時、裁判官はどのよ

うにあるべきかが上記の実体的判断代置と判断過程審査の重なりを区分する重要なポイントとなる。当

然のことながら、裁判官は科学者ではないのであるから、自ら客観的絶対的な科学的真実を探求する必

要はない。ここでは裁判官はどちらをより合理的と考えるかというだけの話なのである。とりわけ原発

設置許可処分の取消を求めるような「未来裁判」の場合には（リニア訴訟もこれに該当する）、リスクに

ついても専門家の間の見解が大きく分かれる可能性があるのだから、裁判官がそれを判断するのは無理

だとするのではなく、裁判官は当事者双方の主張立証を受けて、どちらをより合理的かと判断すればよ

いということだ。そしてそれならばその判断は判断過程審査の域内にとどまるものと言うことができよ

う。この合理性の判断を、ここではかりに「第二の眼」と呼んでおくことにしよう。 

 以上をふまえて、この第一の眼と第二の眼という観点から、中央新幹線小委員会の議論の実態と一審

判決の裁量論を考えてみよう。まず第一の眼の考慮すべき事項の問題である。この委員会で考慮すべき

事項とは何であったか、を考える時、その事項の際限のない広がりを絞るために委員会冒頭で発せられ

た三日月政務官の 3 つの検討課題を見てきた。その検討課題とは、リニア方式の安全性、大深度トンネ

ル掘削の様々な課題、山岳の長大トンネル掘削の様々な課題であるが、それらはいずれも前述のとおり、

ほとんど議論されなかったかまったく議論されなかった。くわえて諮問テーマのリニア方式と在来型新

幹線方式の比較検討という諮問事項の一つに該当する基本計画についても、リニア一辺倒の議論ばかり

が先行し、両者の比較検討という観点からの議論はほとんどなかった。 

 以上からすれば国交大臣は処分を下すにあたって、第一の眼の考慮すべき事項は考慮しておらず（ま

たは考慮することができず）、考慮された事実が議論不足のために明確な合理性を持たないまま国交大臣

において判断されたという結論に至らざるを得ない。したがって一審判決は認可という行政処分が社会

観念上著しく妥当性を欠くものであると言え、そうであるがゆえに、行政の裁量処分としては不適切な
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ものであったとしなければならなかったはずである。それを行政処分として裁量の範囲内であるとした

点において、一審判決はどう見ても誤りであったとの批判を免れない。これが第一の眼から見た一審判

決に対する結論である。 

 次に第二の眼の合理性の判断という点において、どうであったかを検討したい。言うまでもなくここ

でも委員会の議論不足、議論不在という問題が根底に横たわっている。分り易い例として、特に人命に

関する重大事である地震の問題を簡単に再論しよう。 

 委員会は、リニアは磁気ばねでガイドウェイに閉じ込められるので脱線はないという説明を容認し、

それに対する質問もほとんどなかった。それに対してこの問題については、事後のことになるが地震学

者から、低速度になった場合に起る脱線、パンクというケース、災害が生じた場合の様々なリスクの発

生といった問題が提出された。はたして委員会では、こうした見解を議論せずともよかったのだろうか。

言うまでもなくよいはずがあるまい。事は人命にかかわる問題である。この問題は第一の眼の範疇に入

る問題でもあるが、第二の眼の観点からも考慮しなければならない事項である。それでははたして考慮

しなかった場合と考慮した場合を比較して、どちらが客観性や合理性を持つかと言えば、当然後者であ

ろう。とすれば第二の眼の観点からしても、このケースについての行政の裁量権の認定は否定されるべ

きはずのものであった。したがって一審判決はこの第二の眼の観点においても、行政の裁量権の認定は

誤りだったのであり、処分者の合理的裁量を示しているとは言えないはずである。 

 このように処分者たる国交大臣の認可処分は行政の裁量（権）という点で認めるには、必要かつ十分

な条件を満足させるものに基いたものではなかったと言える。そしてさらにくわえて言うならば、本論

文において最も強調したいことであるが、こうした広範にというよりも、事実関係の基礎を十分に検証

せずに裁量（権）を認めて処分を下すことは、行政権力の横暴性を許すことになり、また司法権力の低

下を招くことになるであろう。そういう意味において、司法は行政の裁量（権）を、より抑制的に扱わ

なければならないことを、この一審判決は示している。 

 

おわりに 

 

 さて以上で本論を閉じるが、以上のような委員会での議論の実態と、その不十分な議論をもとに行政

の裁量として認可してしまった一審判決が、現実に何をもたらしているかという点について最後に付言

しておきたい。JR 東海は 2027 年の開通を目指して、2015 年 12 月 18 日に山梨県早川町で南アルプス

トンネルの起工式を行い着工の途についた。しかしそれ以後、工事は決して順調ではなかった。いくつ

かの事例を示すならば、以下のような事態が発生しているのである。 

（1） 残土処理場の確保が不十分で、着工、掘削が進んでいない。 

（2） 静岡県の水問題や自然破壊問題で、県と JR 東海との間の合意が成らず、国交省まで乗り出し

て解決を図っているがきわめて困難な状況にある。 

（3）  東京都、愛知県での大深度トンネルの掘削において、工事がストップするような事故が発生し 

ている。 

（4） ＪR 東海は工事費の増額を余儀なくされ、予算をすでにオーバーすることが明らかになってい

る。 

（5） 結局 JR東海は、2027年の完成を放棄せざるを得なくなった。 
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以上のような状況につき、ここで詳細を述べる余裕はないが、これらを整理して言えば次のようなこ

とになろう。 

「JR東海は当初予想していた以上に工事が進捗せず困難を抱え始めている。その困難な事態は、工事の

遅延、環境破壊の回避、技術の不備、工事費の増大（予算のオーバー）、などにわたるもので、一言で言

えばリニア新幹線の完成はまったく見通せない状況にあるということだ。 

おそらくこのような事態を、申請した JR 東海も認可した国交省もまったく見通せなかったはずだ。

なぜならこのような状況に立ち至った大きな原因が、住民を軽視しアセスも不十分なまま工事に着手し

強行してきた JR東海の態度に求められ、またそれを不十分きわまりない審査で認可した国交省の態度に

も求められるからだ。 

 そしてこのような状況の中で、いま最も問われねばならないのは、このようなすべての行為が行政の

裁量（権）という一言ですべて許容してしまった司法の甘さである。このような不合理な結果を招いて

いるにもかかわらず、合理的な裁量と判断した司法の責任は重い。それは無責任とも不見識とも言って

よいようなものではなかろうか。一審判決を書いた司法は本当に、十分な諸資料の検討をふまえ、国交

大臣が十分な議論と検討を行った上での政策的判断や専門技術的判断に基いて裁量（権）を行使し、合

理的な裁量判断をしたと考えているのであろうか。あるいはまたその判断過程審査に行き届いた配慮を

したと言えるのであろうか。その疑問は現実に起っている上記の様々な負の側面に直面する時、ますま

す深まらざるを得ない。そしてこのような態度を堅持すれば、司法はますます国民の信頼を失うことに

なるであろう。 

 

書き終えての所感 

 

 いちおうひとまずは、みずからの考えをまとめて書き終えたのだが、書き終えたいま何とも釈然とし

ない暗膽とした思いがある。それは私のような、いわば法律にはずぶの素人と言ってよいような人が、

かくも簡単に判決の粗探しが可能であった―もちろんこれが当たっているかどうかは別で、一つの試案

にすぎないものとしてだが―ということに、いったい行政裁量というものが、かくも底の浅いものであ

ったとは信じられない、という釈然としない思いである。もっとも少しく私たちの反省をふくめて言え

ば、私たち原告側が法廷においてこの委員会の議論をめぐる判断過程についてもっと詳細かつ精度の高

い議論をすべきであったという思いはある。したがってそれについて十分な議論を法廷内でなし得なか

ったことに忸怩たる感があることは認めなければなるまい。しかしだからと言って、行政の裁量（権）

を伝家の宝刀の如く使いこなした判決を許容できるというわけではない。少なくとも判決が精通する専

門技術的判断や合理的裁量を言うのであれば、そう判断するに至った根拠や理由を原告に示す責務はあ

るはずだ。たとえば「このことをもって、原告らの主張は判断過程を問題とする趣旨と解することがで

きる。とはいえ、このように解しても、国交大臣の合理的な裁量に委ねられている」（12頁）という判決

文に私たちが接する時、なぜ国交大臣の合理的裁量に委ねられていることになるのかその理由が分らな

い。せめてここには、判決文にそう判断する理由を書き込まなければ、裁判官の責任は全うされないと

考える。 

さてそれはそれとして上記の底の浅さのわけ
．．

についてだが、思い当ることがなくもない。或る集会の

講演で某法学研究者は、裁判というものの一つの困難な問題として、裁判とは、もろもろの情報の中で
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まず直感的にどちらを勝たせるかという判断があり、この直感にもとづいて論理が組み立てられていく、

ということを指摘された。言われてみれば、そう言えるかもしれないとも思う。このリニア訴訟は、国

を被告とした認可取消をめぐる行政訴訟である。取消を認め私たち原告を勝訴とする判断は、逆に言え

ば国の過ちを認定し国を断罪することでもある。裁判官にはじめから、国を敗けさせることは難しいと

いう予断的直感が働いていたことは想像に難くない。わが国の行政訴訟の先例を見れば、そう考えられ

る例はいくつもあり、行政訴訟で原告が勝利した例は探すのが難しいと言っていいほどであろう。 

しかし、と一方でまた考えても見る。裁判とは、本来的な意味で言えば、原告と被告の双方から出さ

れた主張と証拠を比較考量して、行政であろうとなかろうとどちらが合理的で正しいかということを判

断するはずのものだ。それを初めから、色メガネで―ここでは行政の無謬性とか裁量（権）という色メ

ガネだが―、予断を交えて判断するというのでは、まったく間尺に合わないと言っていい。それなら、

それは国民は行政を相手に司法になど訴えるなと言っているようなものだ。 

そしてもう一つ、上記の点に関わることだが、とくに行政訴訟においては「三権分立」という、小中

学校の頃に覚えた日本の政治の原則が、まったく独立して存在していないということである。日本の司

法は、行政に対してなぜかくも腰が引けているのだろうか。或る集会で某国会議員は、日本において「三

権分立」がなされていないことを指摘され、その原因の大きな一つに「判検交流」があることを述べら

れた。判検交流とは、日本の裁判所や検察庁において、一定期間裁判官が検察官になったり、その逆に

なったりする人事交流制度を言う。これについてはマスコミや法曹界からもかなり批判が出ており、裁

判官の公正性が侵害されるものだと言っても過言ではないのである。なぜなら司法を構成する裁判所の

裁判官と、行政を構成する検察庁の検察官が入れ変るのであるから、疑念や批判が出ても当然であろう。 

例えば本年 3月 22日、広島弁護士会は「公正な裁判を受ける権利が保障されるために判検交流の廃止

を求める会長声明」を出している。その声明の冒頭に、「2022 年 9 月 1 日付けで、東京地裁行政部の裁

判長が、法務省訟務局長に人事異動した。訟務局長職は、行政訴訟についての国の責任者で、この異動

は前日まで行政事件の裁判長であった者が、翌日から同じ行政事件について国側のトップに就いたもの

である。」と記して、この制度を廃止するよう求めている。確かにこの制度は、三権分立を揺るがす制度

であると言えよう。 

またもう一つ、日本国憲法第 79 条及び 80 条に記される、最高裁判所の長以外の裁判官と下級裁判所

の裁判官の任命権を内閣が持つという条項も、三権分立を阻害する一要素にはなろう。かりに任命は単

に形式的問題だとしても、先般の日本学術会議の任命権問題を考えればそれは単に空手形にすぎないと

言えよう。裁判官の任命権は、司法の内部において何らかの形で確立されるべきである。 

したがってこのような司法をめぐる行政との関係の状況が、その根底のところで裁量（権）問題に投

影しているという可能性は否定できまい。その意味で言えば、私たち市民は、何らかの形で司法権の独

立という点に関して口をさし挟み介入していくべきではなかろうか。これまで市民運動は行政ばかりを

相手とし、裁判で負ければそれを以て不満を残しながら終了としてきたが、私たちは一歩すすめて運動

の対象の中に司法を組み込んでいく必要があることを痛感せざるを得ない。皆さんはどうお考えだろう

か。私たちはこれまで司法を私たちの手の出せない「聖職」と誤断してきたことを反省しなければなら

ないと考え始めている。 

                                      以上 
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かつて数年間にわたり、山梨県でのいわゆる「まんが訴訟」に携わった時、初めてま

ともに行政の裁量（権）と向い合いました。そしてその時、この巨大で得体の知れない

裁量（権）とは一体何なのかと考えざるを得ませんでした。くわえてこの裁量（権）に

よって行政の過ちさえもほとんど正当化されかねないこと、これがある限り行政を相手

に裁判を起こしても簡単に立ち向えないことが分りました。 

 そして案の定、ストップ・リニア！訴訟においてもことごとくこの裁量（権）で私た

ち原告の主張は否定され、完全敗訴に終りました。まんが訴訟から今般のストップ・リ

ニア！訴訟に至る一連の流れを受けて、やはり一度この訴訟の中で、高裁への控訴理由

書の中にそれを書き込みたいと思い、当初はそのつもりでこの文章を書き始めたのでし

た。 

 しかし書き進めるうちに、この行政の裁量（権）とは何なのか、これをどういう風に

とらえたらよいのかという問題意識を、原告、控訴人、サポーターを初めとするリニア

に関心を持つ人々と共有した方がよいのではないかという考え方が強くなり、できるだ

け平易に分かり易く、このリニア訴訟を具体例として裁量（権）問題を書くという方向

に修正されていきました。この裁量（権）問題で痛い目に合っている人は、市民運動に

携わっている人の中にも数多くおられると思いますが、それは裁判官が決めることだか

ら仕方がないとして諦めてしまうケースが多いのではないでしょうか。しかしこの問題

が片付かない限り、いつも市民側が敗けるという構図は変わらないように思います。そ

していったい裁判官は何を根拠に裁量（権）という大鉈を振えるのか、またその根拠は

本当に正しいのかを、私たちから問わねばならないのではないかとも考えるに至りまし

た。その意味ではこの問題を法廷や法曹界にのみ任せずに市民運動側からも突き上げて

いき、言葉は悪いですが裁判官を裁量（権）のぬるま湯に浸からせておいてはいけない

と思っています。 

 いささか苦闘し、時間も費しましたが、書いていくにつれ自分の考えも整理され、皆

さんに読んでいただいてもよいのではないかと思うに至った次第です。ぜひ皆さんのご

意見もお聞かせください。 

 なおこの文章を仕上げるに当り、法学・工学を専門とする先生方から貴重なアドバイ

スを頂きました。ご助言を十分に生かしきれなかった部分があるかもしれませんが、こ

の場を借りて御礼申し上げます。 


